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違反件数は中国 530 件（違反件数に対する割合：34.6 
％），アメリカ 239 件（15.6 ％），ベトナム 147 件（9. 
6 ％），タ イ 120 件（7.8 ％），エ ク ア ド ル 69 件（4.5 
％）である．違反件数を輸入届出件数で割った「違反 
率」では，輸入食品全体の違反率は 0.08 ％であり，
中国 0.09 ％，アメリカ 0.12 ％，ベトナム 0.35 ％，タ
イ 0.1 ％，エクアドル 3.91 ％になる．2006 年 11 月に
はベトナム産冷凍野菜から禁止農薬が検出され，輸入
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禁止処分が下っている．





年 1 月 21 日‒1 月 27 日に実施）および公開行政文書
を元にとりまとめたものである．
1．ベトナム農業の概要・現状11） 24） 27） 28）
農業は現代ベトナムにおいても重要な経済上の位
置を占める．総合統計局（General Statistical Ofﬁce: 
GSO）の 2005 年度統計によ れ ば，同 国 の 農 業・工 
業・商業が全 GDP と雇傭に占める割合はそれぞれ，
22，38，40 ％および 59，12，29 ％である．ベトナム
の地方農家の 85 ％は野菜果実あるいは花を栽培して









ムはバナナを約 12,000 トン，生パイナップルを 3,500
ト ン 輸 出 し て い る．し か し COMECON 体 勢 崩 
壊（1990 年）以降，これらの国との貿易は激減した．




















農業および地方開発局（Ministry of Agriculture and 
Rural Development: MARD）は 2010 年までに野菜と果




























（Hoan and Mergenthaler: 2005）　
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 HMC 市のトマト流通に関する実証的研究にもとづ


















全資本の 29 ％である．2003 年時点でベトナムには 65
の野菜果実加工工場が存在した．米・コーヒーおよ
び魚介類加工業と比較すると，野菜果実加工業は国営
企業が優勢である．例えば 1976 年創業の VEGETEX‒
CO （Vegetable and Fruits General Cooperation） は， ソ
連市場中心に展開していた時代から MARD が経営を
行っており，後に香港の Dona Newtower Ltd.と資本提
携を行っている．この会社は 1998 年時点で 14 の野菜
果実加工工場を持ち，年 11,000 トンの加工野菜果実
（パイナップル缶詰中心）を製造している．このほ か 
に 22 の provincial state‒owned enterprises（SOEs）があ
ると推定されており，大手ではマレーシア 系 企 業 と 
資 本 提 携 し て い る Dong Nai 省 SOE（「Wonderfarm」
ラベルでフレッシュジュースを製造）がある．この
他に私企業（1998 年時点では 17 社）があり，例えば 







費とパッケージング（缶）がそれぞれ 4 割，労賃が 2 
割といった所である．
2．ベトナム農業をとりまく国際的状況
日本は ASEAN と，「日・ASEAN 包括的経済連携
の枠組み」（2003 年 10 月）を皮切りに協議を重ね，
2005 年 4 月より経済連携協定（EPA）交渉を実施し 
てきた．ベトナム は 1995 年 に ASEAN/AFTA （ASEAN 
Free Trading Area），1998 年には APECに，それぞれ
加盟している．AFTA は 2008 年までに自由貿易圏と
なることを目指しており，原加盟国と新規加盟国に
よりスケジュールの差はあるが，域内関税率を下げ
ていく CEPT スキームを実施中である．この ASEAN 
CEPT （Common Effective Preferential Tariff: 共 通 効 果
特恵関税）協定に基づき，ベトナムは 2006 年まで
に他 ASEAN 諸国からの輸入商品のタリフレートを 
0～ 5 ％に引き下げる必要があった．またベトナム
は，加盟国間の投資上の法的リスク排除を目的とす
る，“ASEAN Framework Agreement on Services and the 
Multilateral Investment Guarantee Agreement (MIGA)” に
も署名している．
図２　HMC におけるトマトの流通経路
（Cadihon et al. 2006）
図３　コンデルタ地域におけるドラゴンフルー
ツの流通経路
（Thao et al: 2006）
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 ベトナムは 1995 年 1 月に WTO 加盟申請を行い，












ような状況に対応するため，2006 年 10 月時点で 20 
以上の提供者に よ る 貿 易 関 連 補 助（Trade Related 
Assistance: TRA）がベトナムに対して供与されている．
たとえば EC （European Commission）はベトナム政府
と共同で WTO 加盟に向けた支援プログラム（Multilat‒
eral Trade Assistance Policy Program: MUTRAP）を実施
している．現在，進行中の MUTRAP II （23/10/2003‒












・WHO‒RFB   (Regional   study   on   active   surveillance 
of  Food  borne  Diseases)
・Bilateral‒FAL   (to   Food   Analysis   Laboratory   by 
France, Belgium, US, Australia, NZ, Netherland and 
WHO)
・CIDA‒FQD (Food and agriculture products Quality 
Development and control project with WHO: C$17 
million, 2005‒10)
・NZ‒FSM  (improving  Food  Safety  and  its  Manage‒
ment  in  lower  Mekong  countries  with  FAO.WHO: 
US $850,000, 3 years)
・NORAD‒MATF  (Market  Access  and  Trade  Facili‒
tation support for lower Mekong delta countries: US 
$908,520, STEMQ, 2003‒05)
・SECO‒MAS  (Market  Access  Support  though  stren‒
gthening  capacities  for  metrology,  testing  and  con‒
formity  with  UNIDO:  US  $985,000,  STEMEQ, 2004‒
06)
・AADCP‒Food  safety  (ASEAN‒Australia  Develop‒
ment Cooperation  Program,  sream  components  related 












と，一人年あたり 1.5 回程度の食中毒（先進国の 750
～ 500 倍）が発生している．2000 年の国立衛生疫学
研究所の報告によると，食品および飲料水に起因する
と見られる下痢症は 984,671 件とされる．2001 年の食
中毒統計では 245 件（3,901 件，死者 63 名）の集団食
中毒事件が発生しているとされるが，大多数の小規模
事例は取りこぼされていると言われている．より新し
い政府統計によると，2000 年から 2006 年の 7 年間の
食中毒事件数は 1360 であり，患者数は 34,400 以上（死
者 376 名）とされている．ベトナム保健省（Ministry 
of Health: MOH）は，食中毒原因物質の 42 ％が微生
物，25 ％が化学物質，自然毒が 25 ％と推計してい 
る．ただし，この原因物質は殆どの場合，病状に基
づく推定であり，試験室による原因究明は行われてい
ない．このため，保健省は JICA の支援により，Food 
Hygiene and Safety Laboratory の充実を図っているとこ
ろである．食中毒原因物質に関し，微生物については
小売店レベルでの混入が多いと考えられている．Dao 

















1995年に MOH が行った調査によれば，15 ％の農家
が農薬を自宅で保存していた．また散布時に保護衣
等も着用していなかったため，血液中から高レベル
の有機リン物質が検出されている．2000 年に PPD が
実施した農薬管理に関する全国調査 9）によれば，査察




























から 11ヶ月間に市内の販売業者 52 社から得た 790 検
体中，26 検体（3.29 ％）が基準値以上の残留農薬を
含んでおり，中国からの輸入野菜は 26 検体中，5 検
体が残留基準に違反していた．なお，2006 年 9‒10 月









Providers」 か ら「Producers （ 生 産 者 ）」「Processors 
（加 工業者）」「Wholesale traders （ホールセール業者）」









～ 2005 年の第一期終了に合わせ，2005 年 3 月に大統
領が省庁横断的な新規計画策定のための委員会を組織
しており，2006 年 1 月に，2006～ 2010 年の計画が発
表されている1）．
















全衛生法」（2003 年 11 月 1 日発効）であり，2004 年







MOH の執行機関が，1999 年 4 月 2 日の大統領決





は 41 人で，うち 4 人と 5 人がそれぞれ博士号と修士
号を取得している．VFA の「登録・証明部（Registra‒










局（Health Service Department）の約 700 人および郡
（district）レベルの約 2000 人のスタッフと，巨大な
ネットワークを形作っている．ベトナム全土約 10,000
の村に，2‒15 人のスタッフを持つ Health Station （保健
所）も設置されている．VFA は 2001 年 7 月より 2002 
年 8 月までアジア開発銀行との技術協力合意に基づ






農業および地域開発省（Ministry of Agriculture and 
Rural Development: MARD）は動物および食用作物 の




の コントロールも MARD の担当である．なお，漁業





植物保護局（Plant Protection Department: PPD） は 
MARD の下部機関であり，1961 年に設立された． 
2005 年 9 月時点の職員数は約 465 である．PPD は




いる． 「植物保護防疫法」と「Decree No. 58/2002/ND‒
CP（June 3, 2002）」が根拠法であり，これらは IPPC 
の International Standard for Phytosanitary Measures 
（ISPMs）に適合している．農薬関連では MARD 
Plant Protect  （PP）  Division  の下に  Regional  PP  Cen‒
ter （RPPC: 北部と南部に各 2 カ所），Pesticide Man‒
agement and registration division お よ び Plant Protec‒ 
tion quarantine and pesticides inspection division の下 に 
Pesticide control center （2 カ所）が設置されてい る．
RPPC は Provincial plant protection authoritirsの害虫防
除活動のガイドを行っている．64 省各地に地方人民
委員会が管轄権を有する Provinces PP sub‒department 




工業省（Ministry  of  Industry:  MOI）は食品加工工
程における微生物学的混入物および化学残留物質のコ
ントロールおよび食品衛生管理プログラムの開発に関





科 学 技 術 省（Ministry of Science and Technology: 
MOST）は WTO/TBT 協定に基づき，規格の開発， 試
験室認定および輸出入商品の品質管理を担当する．
その下部機関である品質規格取締局（Directorate for 
Standard and Quality: STEMEQ）は，食品安全関連の










の HACCP や ISO9000 適合性認定を受けているのが
現実のようである．なお，ベトナム国内の約 110 試
験室が STEMEQ の ISO17025 適合性認定を受けてい
る．Private sector も品質コントロールおよび商品表示
の面で大きな役割を担っている．現在，対象食品別
に 19 の証明団体が存在し，うち Quacert のみが地域
企業である．Quacert は JAS‒ANZ （Australia and New 
Zealand Joint accreditation system）によって認証され
た ベ ト ナ ム 国 営 の 認 証 機 関 で あ り，HACCP，
ISO9000 および ISO14000 適合性証明書を発行してい
る．ISO9000 発行のシェアは Quacert が 34 ％，英国
BureauVeritas Quality International (BVQI)が 31 ％，ノ
ルウェイ Det Norske Veritas (DNV)が 14 ％，SGS7 ％，
オーストラリア QMS Certiﬁcation servicesとフランス 
AFQA がそれぞれ 4 ％である．
農業規範に係る法的なフレームワークについては
Standing Committee of National Assembli によって法文
（ordinance）化 さ れ，さ ら に administrative body に







食材とする大規模食中毒（患者数 13,000 人，死者 354
人）が発生した．これを機会として MARD は 1995
年から「安全野菜」（Safe Vegetable）プログラムを推
進中である．これは Dien 野菜果実センターと，Gia 
Lam district の Van Duc 共同体のテストプロジェクト




後，ハノイでは Dong Anh，Gia Lam および Thanh Tri 
を中心にして多くのプロジェクトとプログラムが実
施されてきた．例えばハノイ市 Dong Anh district Nam 
Hong 村の Tang My 共同体は 2002 年から農業改良セ
ンター（Centre for agriculture extension）のアシスタン
トを受け，安全野菜の生産を開始した．初期の 30 ha 
の安全野菜圃場の成功もあって，共同体はこのセン
ターから 2 億 4000 万 VND の補助金を受けて 2 つの 
Net covered farm を作った．このセンターを農民に対
する多くのトレーニングコースを提供している．また 
PPD は 2003 年から An Giang Plant Protection 合資会社
とともに，北部 28 province & city （Ha Noi，  Ha Tay，
Vinh Phuc，Bac Ninh，Hung Yen および Hai Phong 等）
の農民を対象とした，衛生および安全ルールに関する
プロジェクトを実施した（3 年間で 494 トレーニング
クラス・参加農民 22,976 人）．2010年までに安全野菜
生産圃場を現在の 15.8 ha（全野菜栽培面積の 8.4 ％）
から 12,000‒14,000 ha（同 80‒90％）まで拡大すると
いう計画を立てている．2006 年ハノイ市における安





ある Gian Vo エリアの大手安全野菜販売店でも一日あ
たり 600 Kg の販売量である．なお，安全野菜は通常
野菜の価格より 15 ％ほど高い値段である．通常野菜
と安全野菜の区別がつきにくいのも問題で，トレー
ドマークを持っているのは「Five Star」と「Bao Ha 
Vegetable」のみである．ハノイ市はメコンデルタ地域
の 大 規 模 米 作 地 帯 で あ る An Giang province の安
全野菜生産にも協力している．一方，PPD は HMC の 
Binh Chanh および Cu Chi dis‒trict においても安全野菜
プログラムを実施中である（作付け面積 150 ha，年間
生産量 7,000 トン）．これに参画している Binh Chanh 




（Good Agricultural Practices: 優良農業規範）や IPM






1999 年 9 月に MARD は 1999‒2010 年の野菜果実 
および花の高品質・高収量化を目的とした新プログラ
ムを開始した．これには 2010 年までに全関連輸出産
物を 10 億 US $ 以上に拡大するという数値目標が設
定 さ れ て い る． 現 在，MARD は ASEAN GAP や





表 1　農業規範関連法規（Tam et al. 2005）
Food Hygiene
Ordinance No. 12/2003/PL-UBTVQH 11 (July 
26th 2003) by Vietnamese Standing Committee of 
National Assembly
Regulations on food hygiene
Decree No. 163/2004/ND-CP （Sep. 7 th, 2004）
by the government
Details for implementation of art icles of the 
Ordinance on food hygiene
Plants Protection and Quarantine
Ordinance No. 36/2001/PL- UBTVQH10 （July 
25th 2001）by Vietnamese Standing Committee of 
National Assembly
Regulations on Plants Protection and Quarantine
Decree No. 58/2002/ND-CP （June 3rd, 2002）by 
the government
Regulation on plant protection, plant quarantine 
and pesticide management
Decree No. 26/2003/ND-CP （March 19, 2003）
by the government
Punishment on violations of plant protection, 
plant quarantine and pesticide management
Decis ion No.  15 /2004 /QD- BNN （Apri l  14 , 
2004）by the MARD
the List of allowable pesticide, limitedly used 
pesticide, forbidden pesticide
Seed Plants
Decree No. 57/2005/ND-CP （April 27, 2005）by 
the government
Punishment on violations of seed plants
Goods Quality
Ordinance No. 18/1999/PL- UBTVQH10 （Dec. 
24th 1999）by Vietnamese Standing Committee of 
National Assembly
State management on food quality
Decree No. 179/2004/ND-CP （Oct 21, 2004）by
the government
State management of quality of goods
Decision No. 05/2005/QD-BNN （Jan. 30, 2005）
by the MARD
Regulation on Announcing quality
Fertilizer
Decree No. 113/2003/ND-CP （Oct. 7, 2004） by
the government
State management of producing and trading ferti-
lizers
Decision No. 72/2004/QD-BNN （Dec. 8, 2005）
by the MARD
Regulations on production, trading and using 
fertilizers
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“Tien Gian GAP project ” は 2005 年 3 月に Vina‒fruit 
によって開始された国家的プロジェクトである．










る 6 つの南部地域（Long An, Tien Gian, Vinh Long, Ben 
Tre, Dong Thap province & HCM city）が対象とされて
おり，「ドラゴンフルーツ，バナナ，マンゴウ，ザボ
ンおよびスイカ」が対象品目である．2005 年時点で
プロジェクトは科学者 5 名，生産者 26名，19 企 業 






団体および消費者団体と連携して “Ho Chi Minh City 
GAP program ” を推進している．また同市の MARD




plant, storehouse およ び slaugheter の建設」および
「GROVAL GAP トレーニングコースの実施」に対する
援助を行う予定である 21）．
（IPM）5） 7） 9） 14）
ベトナムは 1990 年に公式に FAO の “International 
code of conduct on the distribution and use of pesticide 
management ” を受け入れており，1990‒93 年に FAO 
は MARD に対して，これに準拠した農薬管理システ 
ム作りの開発援助を行っている．これに基づき，1993 
年 2 月に「植物保護検疫法」（Decree 92/CP）が制定 
された．






FAO は 1996 年 4 月から “Inter‒Country Program (ICP) 
for Vegetable IPM in South and Southeast Asia ” を行って
いる．2001 年までの第一フェイズでは 7 カ国 に お い 
て「トレーナーの育成（Training of Trainers: TOT）」
Main differentiation Conventional cabbage Safe cabbage
Producing technique ・Own experience ・IPM,
・Net houses
 ・Safe vegetable know‒how
Areas of Production ・Agricultural ﬁeld ・Within safe vegetable projects
Certiﬁcation ・No certiﬁcation ・Safe vegetable certiﬁcation

















表２　既存野菜と安全野菜の違い（Hoan and Mergenthaler, 2005）
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および「農民学校（Farmer Field School: FFS）」が実施
され，600 名以上のトレーナーおよび 30,000 名以上
の卒業生が誕生した．2002‒2007年の第二フェイズは 
Greater Mekong Sub‒Region 5 カ国（タイ・ベトナム・
ラオス・カンボジアおよび中国雲南省）が対象とされ
ている．
ベトナムにおいて，IPM は 1960 年代初頭に初めて





ら FAO の援助により国家的な  IPM  プログラムが開
始され，同年に初めて，Long Dinh, Tien Giang 省に
おいて冬作物に関する IPM trainer （35 名）が誕生し
た．その後，全国 6 カ所の IPM Training center や，
IPM Farmer Field School （FFS）において教育が行わ れ 




ラムが実施されてきた（2005 年 9 月時点では，11 の
IPM 関連プロジェクトが実行中）．ノルウェイ穀物
研究所植物防疫センター（Plant  Protection  Center  of 
表３　GROVAL GAP とベトナムの農業規範関連法の比較（Tam et al. 2005）
Section Control point （Eurep GAP) Location of Vietnamese legal framework
1 Traceability Not available in Vietnamese legal frame work
2
Record keeping and internal self-
inspection
Not available in Vietnamese legal framework
3 Varieties and rootstocks
Decree No. 57/2005/ND-CP （April 27, 2005）by 
the government
4 Site history and site management
Decree No. 57/2005/ND-CP （April 27, 2005）by 
the government
5 Soil and substrate management Not available in Vietnamese legal framework
6 Fertilizer use
Decree No. 113/2003/ND-CP （Oct. 7, 2004）by the 
government, and Decision No. 72/2004/QD-BNN 
（Dec. 8, 2005）by the MARD
7 Irrigation/Fertilization
Ordinance No. 12/2003/PL-UBTVQH11 （July 26th 
2003） by  Vietnamese  Standing  Committee  of 
National Assembly
8 Crop protection
Ordinance No. 36/2001/PL-UBTVQH10 （July 25th 
2001） by  Vietnamese  Standing  Committee  of 
National Assembly
9 Harvesting
Ordinance No. 12/2003/PL-UBTVQH11 （July 26th 
2003） by  Vietnamese  Standing  Committee  of 
Natioal Assembly
10 Produce handling
Ordinance No. 12/2003/PL-UBTVQH11 （July 26th 
2003） by  Vietnamese  Standing  Committee  of 
National Assembly
11
Waste and pollution management, 
recycling and reuse
Ordinance No. 36/2001/PL-UBTVQH10 （July 25th 
2001） by  Vietnamese  Standing  Committee  of 
National Assembly
12 Worker health, safety and welfare
Ordinance No. 12/2003/PL-UBTVQH11 （July 26th 
2003） by  Vietnamesj  Standing  Committee  of 
National Assembly
13 Environmental issues
Ordinance No. 36/2001/PL-UBTVQH10 （July 25th 
2001） by  Vietnamese  Standing  Committee  of 
National Assembly
14 Complaint form Not available in Vietnamese legal framework
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the  Norwegian  Crop  Research Institute:  NCRI） は Nor‒
wegian Agency  for  Development  Cooperation （NORAD）
の資金提供により，2000‒2003 年に，FAOの IPM ICP 
と密接な関係を保ちつつ，“Integrated Pest Management 






















を引くものでもないために，2004 年時点では 8,597 農
業組合と 974 漁業組合しか結成されていない（平均構






は，2002 年 11 月 設 立 の “Bac Hong Cooperative for 
safe Vegetable Production and Marketing ” が挙げられ
る（Cuong et al.: 2004）．この団体は会員数 9 名，資
本 金 は 3000 万 VND で あ る（会 員 に な る た め に 
は 300 万 VND の提供が必要）．MARD のガイドライ






る 情 報 提 供 は 行 わ れ て い る．ま た Providential 




2000 年以降の 5 年間で，いくつかの外国機関によ
る GAP プロジェクトが実行されてきた．
・Swiss Import Promotion Program（SIPPO: 1999‒2009 
年）：EU およびスイスへの輸出を支援．Eure‒ 
pGAP は 2000 年にこのプロジェクトによって初め
て導入された．
・VN Competitiveness Initiative（VNCI）project: USAID 
の資金援助による，サプライチェーン関連中 小 企 
業 支 援 プ ロ ジ ェ ク ト（2003‒2006）．Binh Thuan 
および Tien Giang province のドラゴンフルーツ GAP 




・Brand building  for  agriculture  products  Project: 
Deutsche   Gesellschaft   fur   Technische   Zusammenar‒
beit（GTZ）GmbH の資金援助によるプロジェクト 















は輸出先国の SPS （Sanitary and phytosanitary）要求を
満たすだけの技術力がなかった．SIPPO workshop の
参加者であった Bao Thanh Co. は Eurep GAP のよう
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な certiﬁcate が今後，重要になるものと予見し，2003
年から Binh Tuan province の 4つの主要農家（Hoang 
Hau  Dragon  Fruit  Farm,  Nguyen  Thuan  Dragon  Fruit 
Farm,  Phu  Hoi  Dragon  Fruit  Cooperative  および  Ngo 
Man dragon fruit farm）に対して自己資金の投資を開
始した．同時に「Institute of Marketecology （現在，
ベトナム唯一の GROVAL GAP 認証機関である IMO 
Vietnam）」「Post Harvest Technology Institute （PHTI）」
および MARD 所轄の HCMC 支局への投資も行われて
いる．しかしながら，これらの投資にも関わらず，
2003‒4 年の GROVAL GAP 関連の取組は全体として失
敗に終わったとされる．もっとも大きな原因として，




ライチェーン団体が連帯して，小規 模 農 家 か ら な 
る pilot group を 組 織 し，そ の GROVAL GAP 証明取
得と海外市場へのアクセスを確保するための取組が
開始された．彼らは MARD とともに GROVAL GAP 
based な GAP ﬁeld manual および ﬁeld training program 
を作成しており，Binh Thuan および Long An 省の 300 










Project」「Hort Research of New Zealand （AusAID が
資金提供）」「MARD南部果実研究所（Southern Fruit 
Research Institute: SOFRI）」および「USAID/W’s RAISE 
SPS Project」が参画している．
以上のような努力もあって，2006 年 11 月には
Binh Tuan province 中南部の “Dragon Fruit Ham Minh 
Cooperative ”（2005 年設 立，圃 場 37 ha）が 初めて 
GROVAL GAP 証明を取得した．Binh Tuan 省のドラゴ
ンフルーツ生産面積および生産量はそれぞれ 1996 年
および 1998 年から上昇を続けており，全地域におけ






1990 年であり，1999 年に関連法の改正が行われた． 
これに伴い，登録企業数は 1991‒1999年の 4,500か
ら 2003 年 9 月の 12,000 まで急増している．現在，
ベトナムには state owned, collective, private individuals, 




年末までに 1,718 国営企業が均等化された）． 外国から
の直接資本投資（Foreign Direct Investment: FDI）の法
的枠組みは 1987 年に形作られており，1990 年と 2000 
年に改正が行われている．ベトナム計画・投資省の統
計によれば，全投資額の 17 ％がシンガポール，16 ％
が台湾，12 ％が日本，10 ％が韓国，EU （特にオラン
ダとフランス）が 11 ％によるものであ る．農 林 業 
分 野 の FDI は 2000 年 の 8,800 万 US $から 2004 年
の 3 億 6,190 万 US $（全 FDI の 16.3 ％）まで増加し
ている．
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